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ＯＤＡ大綱見直しに関するＯＤＡ政策協議会 

平成 26 年 5 月 28 日 

 

 ５月２８日，ＯＤＡ大綱見直しに関するＯＤＡ政策協議会が開催されたとこ

ろ，議論の概要以下のとおり。 

 

１．冒頭挨拶（外務省） 

・２００３年に現大綱が制定されてから１０年以上が経ち，様々な状況の変化

を踏まえ，ＯＤＡも進化を遂げるべきであるとの考えからＯＤＡ大綱の見直

しを決定。３月末に岸田外務大臣より見直しについて発表した際のスピーチ

にもあったように，財政状況が厳しい中，ＯＤＡに対する国民の理解を得る

ことが重要になっていることもあり，ＮＧＯ，市民団体を始め様々な方々の

意見を聞いた上で，新大綱を作っていく考え。本日の会合も，重要なパート

ナーであるＮＧＯの皆様の意見をお聞きするのが目的。６月１日（日）にも

ＪＩＣＡ関西で会合を行い，ＮＧＯ，一般企業，大学等から多様な意見をお

聞きする予定。今後も，地方での開催も含め説明や意見交換を行う考え。 

 

２．大綱見直しのポイント（外務省から説明） 

・有識者懇談会で，既に３回の会合が行われ，今後，６月頃に報告書が提出さ

れる予定。政府としては，それを受け，新大綱の具体的内容につき議論を深

めていく考えである。 

・大綱の見直しを発表した岸田外務大臣のスピーチの中で，岸田大臣は，本年

６０周年を迎えるＯＤＡの成果を総括した上で，過去１０年での世界の変化，

国際社会における開発アジェンダの変化，また，日本自身の政治経済情勢の

変化等を踏まえて，ＯＤＡが目指すべき３つの進化を示した。 

・なお，国会等でもしばしば今次ＯＤＡ大綱見直しにより，政府は，ＯＤＡの

軍事利用を考えているのではないかとの懸念が示されているが，これについ

ては，岸田大臣から，軍事的用途への使用の回避という現大綱の基本的考え

方は変えない旨繰り返し述べている。 

 

３．ＮＧＯと等との意見交換 

（１）見直しのプロセスについて 

【ＮＧＯ側意見】 

●今後の改定のプロセスに関し，特に以下３点につき外務省の考えを承知した

い。  

① ＯＤＡ大綱改定タスクフォースの設置 

② 骨子や草案作成の各段階での公開と意見交換会開催（ドラフティングはどの
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ように行われるのか，またスケジュール感如何） 

③ 双方向的な公聴会とパブリックコメントの実施（公聴会やパブリックコメン

トで出された意見がどのように反映されたのか示すようにして欲しい。また，

前回改定時と同様に，パブリックコメントの結果はＨＰに公開して欲しい。） 

 

●有識者懇談会の議事要旨を読むと，議論が個別具体的な話に偏っている印象

を受ける。よって，大綱の見直しに際しては，我々にとってＯＤＡとは何か，

我々の援助哲学とは何かということを議論すべき。例えば，①市場に対する

「外部調整」としてのＯＤＡの役割と意義を再確認する，②環境危機に対し，

猶予期間という「公共財」をＯＤＡで提供する，③経済的不平等に取り組み，

社会に利他主義を育てる，④平等であるべき領域と差異あるままでよい領域

を区別する理念をＯＤＡに反映させる，等につき議論して欲しい。 

●今はＯＤＡ大綱があって中期政策があって国別援助方針がある。有識者懇で

議論されている個別具体的な論点はむしろ中期政策に盛り込むべきものでは

ないか。大綱は援助理念，中期政策で個別具体的方針としていた整理を今後

どうする考えなのか承知したい。 

 

〔外務省側コメント〕 

・外務省としては，今次ＯＤＡ大綱見直しに当たっては，国民的議論をしてい

ただき，その上で，国民の意見を反映させる形で進めていきたいと考えてい

る。実際の大綱改定作業に入る前に，本日このような会合を開催したのも，

そうした考えによるもの。 

・今回は，ＯＤＡ改革全般を扱うＯＤＡ総合戦略会議の下にＯＤＡ大綱見直し

の論点整理を行ったワーキングチームが設置された，２００３年の前回改定

時と異なり，ＯＤＡ大綱見直しに特化した有識者懇談会を設置した。よって，

別途タスクフォース等を設置することは考えていない。骨子・草案について

は，省内や政府部内で調整していない段階で対外公表するのは難しいが，何

が出来るか今後検討していく。いずれにしても公聴会やパブリックコメント

は，しっかりと行い，国民の皆様の意見を反映していく考え。 

・有識者懇談会では，個別具体的な議論も含めて行っていただいているが，Ｏ

ＤＡ大綱は，日本のＯＤＡの理念を定める，極めて上位に位置づけられる文

書である。ご指摘いただいた点を踏まえて，今後検討していきたい。 

 

（２）ＯＤＡの理念・目的及び援助実施の原則について 

【ＮＧＯ側意見】 

●国際社会ではポスト２０１５年開発アジェンダ及び持続可能な開発目標（Ｓ

ＤＧｓ）の議論が行われているが，有識者懇談会ではこれらの議論がほとん
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どなされていない。ＯＤＡ大綱は，日本のＯＤＡの基本文書であること，２

０３０年までの期間が想定されるポスト２０１５年開発アジェンダ，ＳＤＧ

ｓは，新ＯＤＡ大綱の適用される時期をカバーすること，我が国が重要だと

考えている防災，ユニバーサルヘルスカバレッジ（ＵＨＣ），女性が輝く社会

等を国際的に打ち出そうとしていること等を踏まえれば，ポスト２０１５年

開発アジェンダ・ＳＤＧｓをＯＤＡ大綱にどう盛り込むのか，有識者懇談会

でも十分議論されるべきだと思う。外務省としては，ポスト２０１５年開発

アジェンダをどのように盛り込んでいく考えなのか。 

●現在，ポスト２０１５年開発アジェンダの議論の中で，極度の貧困撲滅，持

続可能な開発が重視され，持続可能な世界への変革が議論されているが，有

識者懇談会では，日本の国益優先の議論が行われているように見える。国際

的な議論とどのように整合性を持たせていくのか。 

●総理自身がポスト２０１５年開発アジェンダの指導理念として，人間の安全

保障を掲げたいと述べているにも拘わらず，有識者懇談会では人間の安全保

障につき非常に曖昧な議論が行われている。人間の安全保障への貢献を基本

理念として支援を行ってきているＮＧＯとしては，それが揺らぐと困る。 

●現在，開発資金の中で，民間資金の役割が高まっていることは広く認識され

ており，貧困撲滅のために民間資金が果たす役割は重要。他方，自国企業の

利益の増進に焦点があたっている点を懸念。あくまでも開発資金は途上国の

人々のためであるべきであり，自国の経済成長は副次的効果にとどまるべき。 

●最貧国を中心とした国々での基本的サービスの提供や貧困層の権利の保護等，

民間資金の活用だけでは解決できない問題は多々あり，それに対処するのが

公的資金であり，ＯＤＡの役割。 

●ポスト２０１５年開発アジェンダでは，格差の是正が重要な課題となる。そ

のために必要な国内のガバナンス（税制度，予算編成プロセス等）向上のた

めの技術協力等の支援は，民間資金ではなく，ＯＤＡが取り組むべき課題。 

●途上国の経済成長のための民間資金の活用は重要。ただし，途上国と我が国

が win-win の関係を築き，共に成長していく，バランスのとれたものである

べき。５月８日に出された経団連の提言書にも win-win の関係と書かれてい

るが，個別の企業や地方の中小企業の話を聞く限り，自国の経済成長がかな

り鮮明に出ている印象。バランスの取れた win-win の関係構築のためには，

公平な立場での政策が重要。 

●Win-win の関係構築には，民間，ＮＧＯの間に共通のガイドラインが必要では

ないか。グローバルコンパクト等のグローバルな動きも踏まえ，共通のガイ

ドラインに則って活動すべきとの方針や従うべきガイドラインを大綱の中で

明示することはできないか。それが困難であれば，日本としてのガイドライ

ンを策定すべき。 
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●今後ますます民間資金の重要性が増す中，我が国として，民間資金につきど

う考えていくべきなのかを大綱の中でも示すべき。ＯＤＡ大綱は，公的資金

についての考え方を示すだけでなく，民間資金にも影響のあるものとすべき。 

●援助効果に関し，市民社会を巻き込む形で国際的議論が行われてきた（２０

０５年パリ，２００８年アクラ，２０１０年釜山）。その中では，調和，整合

性，アカウンタビリティー等の重要性が指摘されているが，特に，より効果

的な援助を行うためには被援助国の民主的オーナーシップが必要とされてい

る。あくまでも援助を受ける側がオーナーシップを持つこと，そして，相手

国政府だけではなく，市民社会を巻き込む形で政策立案が行われることが必

要。ＯＤＡ大綱の中では民主的オーナーシップ，市民社会の主体性を重視し

た支援を行うことを明記すべき。 

●日本のＯＤＡ予算は，有償資金協力，技術協力，無償資金協力というスキー

ム別となっており，経済成長のための支援，貧困削減のための支援等の分野

別の予算となっていないため，各国別の評価報告書を見ても成果・援助効果

がわかりにくく，誤解も多い。よって，分野別に予算を分け，国民にわかる

ような形で説明すべき。是非この点を大綱における原則に反映してほしい。 

●ＯＤＡの非軍事使用についての原則を変えるつもりはないとの外務省の説明 

に安堵。他方，問題は非軍事の範囲であり，幾つかポイントを申し上げたい。 

①被援助国の軍に対する援助は考えているのか。 

②武器の供与はしないという原則は維持するのか。有識者懇談会でも，軍は使

いやすくなかなか境界を設定できない，グレーゾーンがあるという議論がさ

れているが，そこは明確にして原則を堅持すべき。これまでも例外扱いにし

ているものはあるが，原則行わないという姿勢は維持して頂きたい。これを

一度緩めると際限が無くなってしまう可能性がある。 

③被援助国における軍の活動は，軍事活動と非軍事活動の境界が極めて曖昧で，

簡単に変わりうる。例えば，紛争地では復興活動と言いながら軍隊が諜報活

動を行う可能性やすぐに戦闘部隊に変わる危険性等がある。 

④一度原則を外すと，政治のプレッシャー，財界のプレッシャー等，様々なプ

レッシャーが外務省に行くことが予想される。その結果，もし現在の原則が

崩れれば，日本の支援はこれまでソフトパワーで貢献してきたにも拘わらず，

途上国の民衆は，決して非軍事の援助だと思わなくなる。 

⑤軍民連携も実際には必要な場合があり，現に行われているかもしれないが，

今後推進すべき政策として，ＯＤＡ大綱に明記することはやめてほしい。そ

うなれば，我々が国際市民社会からどう見られるかを考えると，日本にとっ

て完全な損失であり，場合によっては紛争地で危険にさらされることもある。 
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【外務省側コメント】 

・新大綱の具体的内容については，今後，有識者懇談会の報告を踏まえて検討

していく考えであるが，ご指摘頂いた点は非常に重要であり，有識者懇談会

での議論も概ね同じ方向を向いていると思う。 

・ポスト２０１５年開発アジェンダとＯＤＡ大綱見直しとの関係については，

当然意識しているが，ポスト２０１５年開発アジェンダに関する国際社会の

議論を受け身で捉えるのではなく，それに先だって日本の考え方を示し，リ

ードしていくという観点から，この時期にＯＤＡ大綱の見直しを行うことと

したもの。有識者懇談会でも，ポスト２０１５年開発アジェンダは意識され

ているし，大臣のスピーチの中でも右に向けた考え方を示している。新大綱

において日本の考え方をしっかり国際的にも示すことで，国際社会の議論を

リードしていきたい。 

・また，現在議論されているＳＤＧｓが２０１５年開発アジェンダとなってい

くことが想定されているが，果たして本当にＳＤＧｓが今年の７月にできて，

それがスムーズにそのままポスト２０１５年開発アジェンダとして受け入れ

られるかどうかは予断できない。そのような中，国際的議論を待つという受

け身の姿勢でない方がよいと思う。いずれにせよ，国際的な議論をにらみつ

つ，ＯＤＡ大綱見直しを行っていきたい。 

・「人間の安全保障」については，有識者懇談会での議論でも日本の援助の極め

て重要な理念とされており，この看板を下ろすことにはならないと思う。 

・ＯＤＡだけで開発問題の対処は出来ない時代になっており，民間資金を如何

に開発に活かすかが重要。ＯＤＡには，開発に資する形で民間投資を呼び込

む触媒としての役割も期待されており，このような観点から有識者懇談会で

も議論いただいている。貧困削減と持続的成長は無関係ではない。民間資金

を呼び込むための触媒としてのＯＤＡを考えた時，格差を広げる成長ではな

く，誰も取り残さない形での包摂的成長を実現するためにＯＤＡが果たすべ

き役割があると思う。 

・貧困削減と経済成長とをどう分けるのかという論点は，有識者懇談会でも議

論されているが，相互にリンクしており，分けて考えるべきではないという

意見が強い。今後の新大綱策定プロセスでどのように整理するか検討してい

くが，予算上の明確な区分は難しいと思う。 

・ガイドラインについては，ＪＩＣＡの環境社会配慮ガイドラインがある。公

平性，格差是正の観点からも，環境社会配慮は大切。有識者懇談会でもその

ような議論があるので，右を踏まえ検討していきたい。 

・非軍事利用の点については，新大綱においても，平和主義，非軍事主義を維

持していくという点は，はっきりさせておきたい。有識者懇談会で議論が行

われている段階で，新大綱の方向性につき具体的な考え方を述べるのは時期
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尚早だが，一部報道でもＯＤＡで軍事支援をするのではないか等の懸念が示

されていることから，その点については，外務大臣からも，軍事的用途及び

国際紛争助長への使用回避の原則は極めて重要であり，基本的な考え方につ

いて変えるつもりは無い旨繰り返し述べている。ただし，災害復興支援等に

おいて民軍の接点はあるので，その点をどう考えていくかは，これからの議

論を踏まえて考えていく。いずれにせよ，ＯＤＡは，平和的手段を通じて積

極的平和主義を具現化する一つの大きな柱として考えており，懸念されるよ

うな方向では進んでいない。 

 

【ＮＧＯ側コメント】 

●環境社会配慮ガイドラインについては，如何に周知するかが重要。円借款の

ような規模の大きい案件実施の際，コントラクターのレベルには，ほとんど

知られていないというようなことが見受けられる。 

●日本企業が開発目的で海外進出する際，結果として人権侵害が発生する場合

もある。日本は人権侵害に対する意識が低く，ビジネスと人権侵害といった

問題が存在することを認識している日本企業は少ない。よって，ＮＧＯがそ

れらを周知するためのお手伝いが出来ればと思っている。 

●ポスト２０１５年開発アジェンダとの関係を聞いて安堵した。是非，ＯＤＡ

大綱の見直しが内向きな議論にならないよう意識してほしい。日本の経済成

長等，日本の利益ばかりを重視するのではなく，世界全体の方向性を踏まえ

た上で，方向性を示せるような大綱にしてほしい。 

 

【ＪＩＣＡによる補足説明】 

・環境社会配慮ガイドラインについては，２０１０年４月の制定以降，定期的

にレビューを行うことになっている。入札の機会にはこれを周知するように

しているが，ご意見を踏まえ，一層の周知のために努力したいと思う。 

 

（３）重点課題について 

【ＮＧＯ側意見】 

●日本は障害者の権利条約を批准しており，その中でも国際協力の重要性を謳

っているので，ＯＤＡ大綱改定の際には障害者権利についても考えてほしい。

社会的弱者が取り残されないようにするという人間の安全保障の理念を堅持

し，その上で，社会的弱者への配慮として，女性や子供だけではなく，障害

者や先住民等の周縁化されやすい人達への配慮も行うべき。また，ポスト２

０１５年開発アジェンダでの議論でもあるように，貧困削減は引き続き世界

的に取り組むべき課題であることは明確であり，堅持してほしい。 

●障害者がきちんとＯＤＡにアクセス出来るよう，アクセスビリティに関する
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ガイドラインを策定してほしい。その際，建物，道路等のインフラへのアク

セスだけでなく，情報へのアクセスも含んだ形で考えることが大切。真に包

摂的な支援をお願いしたい。 

●人間の安全保障の考え方については堅持するという外務省の言葉は心強い。

岸田外務大臣のスピーチの中で，なぜ開発協力を行うのかという説明として，

「世界には，貧困や疾病に苦しみ，明日への希望を持てない人がたくさんい

ます。こうした方々に支援の手を差し伸べる，これは人間の持つ崇高な理想，

理念ではないかと思います。私は，日本の国のあり方の基本には，まずこれ

がなくてはならないと考えています。そして，その具体的な取り組みがＯＤ

Ａであると考えています。」との言葉があり，素晴らしいと思った。 

●ポスト２０１５年の世界では，益々格差が広がっていく社会の中で，周縁化

された人々が更に周縁化されていく。その中で，人間一人一人に着目し，個々

人のエンパワーメントを通じて，持続可能な個人の自立と社会作りを目指す

という人間の安全保障の理念が必要になってくると思う。岸田大臣のスピー

チの中で，新たな時代のＯＤＡの役割の一つとして，国際社会の議論をリー

ドするＯＤＡとのご発言があった。国際社会の議論は非常に難しく，それを

リードしていくのは困難だと承知しているが，そうであればこそ，一本筋の

通った哲学を持つことが重要。人間の安全保障は，日本が掲げる非常に重要

な哲学であり，是非堅持してほしい。 

●周縁化されやすい人々を開発に参画させてほしい。自分のＮＧＯは，世界の

９０か国以上で子供の健やかな成長のために活動している。子供の権利条約

では子供の権利の保障が定められているが，子供は周縁化されやすい存在で

あり，配慮が必要。また，ポスト２０１５年開発アジェンダの時代に，実際

の受益者，且つ主人公となるのは現在の子供達。子供達は適切な環境を与え

れば，活躍できる力を有している。それは，東日本大震災における町の復興

でも実証されている。人間の安全保障の観点からも，これからの時代の主人

公という意味でも，子供達を始めとする周縁化されやすい人々が開発に参画

できるようにしていくべきであり，その点ＯＤＡ大綱に明記してほしい。 

●有識者懇談会において，環境についての議論が少ないように感じられるが，

以下の点を踏まえてほしい。 

①地球益あっての国益：日本の生活は産業，経済に必須な物資を海外に強く依

存しており，安定した世界と環境に支えられたもの。短期的・直接的な利益

を求めるのではなく，地球環境の保全，再生という地球益を求めるべき。 

②日本の文化である「自然との共生」の発信：「自然との共生」という概念は，

狭い国土ながら豊かな自然を持つ日本の文化や歴史に深く根ざすもの。また，

世界に誇る高効率性・頑強性を有する日本の技術は，途上国が新たな開発の

道に舵を切る上で大きな助けとなる。開発援助においては，自然環境との共
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生を基本とした持続可能な発展に資する分野での積極的な貢献が求められる。 

③自然資本的アプローチ：自然資本の多くを抱える途上国を援助していくこと

は，今後，環境と開発の両立を実現にしていく上で不可欠な考え。日本の経

験をＯＤＡで展開していくことが求められる。 

④政策の一貫性：ＩＰＣＣや国連ミレニアム生態系評価等から，地球環境が限

界に近づいてきていることは明らか。一方，生物多様性条約では，愛知ター

ゲットの達成には，莫大な資金が必要とされていることも事実。限られた資

金で開発を行うには，政策の一貫性を確保することが大切。 

⑤自然を基盤とした防災・減災，気候変動適応の導入：気候変動への本格的な

対応が求められる中・長期的視点に立った対応が求められる。しかし，自然

生態系の有する防災・減災の力や，災害からの復旧・復興に寄与する力，気

候変動に適応する力等が見過ごされがちである。インフラへの支援だけでは

なく，自然生態系の力を活用していくことが必要。 

●国民の支持が得られる分野での支援を優先的に行うべき。２００７年の世論

調査では，ＯＤＡはどの分野で行われるべきかとの問いに対し，保健，災害

支援，人道に対するものが上位に挙げられた。これに対し，日本の支援は経

済インフラが４５％と一番大きい。このように，国民がＯＤＡに期待するこ

とや関心事項と，実際の資金の使途との間の齟齬が，ＯＤＡに対する国民の

支持・理解が深まらない原因の１つ。よって，地球規模課題，人間の安全保

障等，国民が期待する分野での支援を行うべき。 

●予算がどの分野で幾ら使われたかがはっきりしない。現在，スキーム別で予

算が策定されているが，本来は重点課題別，地域別で予算の配分を行うべき。 

 

【外務省側コメント】 

・障害者に関しては，包摂性の観点から重要。「誰も取り残さない」という包摂

性の考え方は有識者懇談会でも議論がなされている。アクセシビリティの視

点については，具体的にどのような形で対応するか今後検討していきたい。 

・自然については，現大綱にも「環境と開発の両立」の原則があり，これを踏

まえて環境社会配慮ガイドラインが定められているが，地球規模課題の観点

からも重要な問題。国際場裡でも自然環境との共生は重要な論点であると承

知。 

・国民の理解については，その必要性を十分認識。１９９７年を境にＯＤＡ予

算が減少し，既にピーク時の半分になっている。その背景には，国民のＯＤ

Ａに対する理解が十分に得られていないという問題もある。我々としては，

この大綱改定の機会に，どのようなＯＤＡであれば実施すべきと考えるのか

国民の意見をよく聞いた上で，大綱策定に反映させていきたい。 
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・無償資金協力，技術協力は外務省予算であるが，円借款は，財務省予算の出

資金のほか，財政投融資や各国から返済される資金を原資としており，一般

会計予算には必ずしも対応しない。一方，外務省では，毎年度，国際協力重

点方針を定めて公開し，その年度のＯＤＡの予算配分につき方針を示してい

る。 

・「人間の安全保障」という言葉が国内的にも国際的にもそれ程浸透していない

という問題はあるが，日本が人間の安全保障という言葉を通じて主張してい

る，個々人の保護と能力強化の重視という精神は国際的にも受け入れられて

いると考える。したがって，日本として芯が通った哲学が重要で，それが人

間の安全保障だという意見には同感である。 

・現在協議を行っているＳＤＧｓ，ポスト２０１５年開発アジェンダの議論に

おいても，開発と環境を融合させる持続可能な開発と貧困削減は中心的議題。

ポスト２０１５年開発アジェンダとＯＤＡ大綱の整合性を取っていけば，必

然的に持続可能な開発と貧困削減が盛り込まれていくこととなると思う。 

 

（４）その他（立案と実施） 

【ＮＧＯ側意見】 

●相手国の市民社会を含め，他ドナー，国際機関，相手国の経済界等，ＯＤＡ

に関与するアクターを増やし，多面的関係を構築し，連携を進めていくこと

が重要。大臣のスピーチでも進化の１つとして多様なアクターとの連携が挙

げられ，国際協力の一員としてＮＧＯも重要なパートナーとして位置づけら

れている。他方，ＮＧＯは，必ずしも国益を重視しているわけではなく，地

球益や貧しい人達に寄り添うことを第一の目的としている。よって，オール

ジャパンと言っても，ＮＧＯは，政府と相容れない場合もある。連携できる

ところで連携したいとは思っているが，ＮＧＯの独立性を認識してほしい。 

●ＮＧＯとＯＤＡの連携に関する中期計画やＮＧＯとＪＩＣＡとの協議会での

ＪＩＣＡ草の根技術協力の過去１０年のレビュー等，連携に関する議論が進

んでいるが，ＪＩＣＡができなかった地域・分野で協力することによって開

発効果を高めている例もある。その意味で，ＮＧＯは途上国の開発や貧困削

減の分野で活躍できると考えている。 

●現大綱では，「国民参加の拡大」として，開発教育の重要性に言及されている。

ＯＤＡに対する国民の理解を考えた時に，透明性も重要だが，そもそもＯＤ

Ａが何故必要なのか，貧困とは何か，その原因は何か等，開発協力について

広く理解してもらうことが必要である。新大綱でも開発教育の必要性を明記

すべき。 

●安保理決議第１３２５号に基づく国内行動計画案作成の検討の場でも提案し

ているが，どんな援助でも相手のニーズに答える援助でなければ評価されな
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い。その観点から，まずその国の人権状況について理解することが全ての前

提になる。したがって，(国連加盟国である)相手国の人権関係条約の締結状

況を調べた上で、批准済みの国連人権条約機関による政府報告書審査の結果、

当該国に対して勧告されている内容と、すでに２クール目に入っている

UPR(定期的普遍的)審査において、国連加盟国各国から当該国に対して勧告さ

れた内容と、当該国政府の受け入れに関する態度表明について把握した上で

支援を行うべきである。２０１２年７月、仙台を中心に開催された防災閣僚

会議で，外務省担当者に対し，日本政府が社会権規約委員会から震災弱者や

被災者の２重ローンの問題に対してどういう勧告を受けているか知っている

か尋ねたところ，知らないという回答だった。まずは外務省担当者がきちん

と理解し，参加関係者に然るべく周知をした上で会議を開催すべき。まず市

民的・政治的権利があり，そして社会的・文化的権利があるが，日本におい

ても前者に含まれる参政権が、公職選挙法(文書配布と戸別訪問の禁止規定)

と一般国家公務員の政治活動を全面一律に禁止している国家公務員法１０２

条(人事院規則１４－７の罰則規定)によって保障されていない。これは自由

権規約第１９条，第２５条違反であり、２００８年に自由権規約委員会が日

本政府に対して条約違反を指摘した上で、「表現の自由と参政権に対して課さ

れたいかなる非合理的な法律をも撤回せよ」と勧告している。このように日

本自身が抱える問題にも目を向け，さらに憲法第９条を遵守して支援を行う

必要がある。 

 

【外務省側コメント】 

・連携の強化については有識者懇談会でも議論されている。民間企業，国際機

関，他国との連携，ＮＧＯとの連携も極めて重要だと考えている。その中で

オールジャパンという言葉が出てくるが，我々としては，ＮＧＯのみならず，

民間企業も含め，様々な「民」の主体に政府と同じ役割を担ってもらうこと

を考えているわけではなく，それぞれの立場や役割を尊重した上で，互いに

連携していくということ。決してＮＧＯに政府の手先としての役割を期待し

ているのではなく，ＮＧＯの独立性はもちろん尊重されるべきもの。 

・開発教育は，現大綱にも明記されており，重要なポイントだと考えている。 

・人権状況の把握については，重要なポイントだと考える。各国にＯＤＡを実

施していく際，いただいた御意見については参考にさせていただきたいと思

う。 

 

【ＮＧＯ側コメント】 

●大綱の独立性は重要。政府がいつ変わるかわからない中，時の政権に特有の

方針に則って改定を行うべきではなく，国民的議論を踏まえて策定すべき。
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また，これまでの議論の積み重ねを踏まえなければならない。例えば，「ＯＤ

Ａのあり方に関する検討会」の議論は引き継がれるべき。 

●有識者懇談会で，新大綱の名称をＯＤＡ大綱とするのか，開発協力大綱や国

際協力大綱に変更するのかという議論がなされているが，ＯＤＡについての

み議論し，ＯＤＡ以外の例えば民間資金のコントロール等につき十分な議論

がなされないまま，「民間資金」が新大綱のスコープに入るというのは不適当。

ＯＤＡ以外の資金をどのようにコントロールしていくかということにつき，

議論があまりできていないのであれば，ＯＤＡ大綱の名称のままで良いので

はないか。開発協力大綱，国際協力大綱等とすると，取り残している部分と

のギャップが出てくると思う。 

●有識者懇談会の議論には，理想がない現実的な議論が多く，一企業の利益を

考えたような短期的で視野の狭い議論に陥っている。日本企業の利益を求め

る声が大きく，そのような議論になってしまうことは理解できるが，外務省

はそれで良いのか，ＮＧＯはそれで良いのかと思う。このままでは隣国と同

じになってしまうという懸念がある。グローバルな地球益を高らかにうたっ

ていかないと中長期的な支持は得られないのではないかと強く思う｡欧州で

はそのような思想から支援を実施しているにも関わらず，何故アジア，東ア

ジアでそれができないのか，そのような議論がないのは問題。 

●「ＯＤＡは外交の手段である」というところに疑問を覚える。ＯＤＡは国際

益に使うべきであり，そうでないとＯＤＡという外交手段を持たない国との

関係が非対称的になる。そういう考え方を少しでも外務省に取り入れてほし

い。 

 

４．総括コメント（外務省） 

・大綱は，１０年近くの耐用年数を有するものにする必要がある。ＯＤＡとそ

の他の主体・資金との連携については，実態としてＯＤＡ以外の資金が開発

に高い効果を与えている中で，ＯＤＡとの接点を探っていくのが我々の仕事。

これまでもオーナーシップ，パートナーシップを積み重ねてきて，いろいろ

なご指摘を踏まえて改善してきたというのが実態であり，それは日本の比較

優位であると考える。日本と国際社会の平和と安定のためにＯＤＡを使うと

いう点においては外交のツールだと考える。 

 

（了） 


